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特集 村職員の給与等を公表します
▼人件費の状況（普通会計決算）

区分 住民基本台帳人口
（年度末） 歳出額（Ａ） 実質収支 人件費（Ｂ） 人件費率

（Ｂ／Ａ）
（参考）

２８年度の人件費率

２９年度 平成30年3月3１日現在
４,６0４人 ６,3４１,１５４千円 30６,１3６千円 ８3７,６２５千円 １3.２% ９.８%

（注）人件費には、特別職に支給される給料、報酬等を含みます。

▼職員給与費の状況（普通会計予算）

区分 職員数（Ａ）
給与費 １人当たり給与費

（Ｂ／Ａ）給料 職員手当 期末・勤勉手当 計（Ｂ）
30年度 １0２人 3５９,８3４千円 １0５,８0８千円 １５１,0４１千円 ６１６,６８3千円 ６,0４６千円

（注）職員手当には、退職手当を含みません。

▼職員の平均給料月額及び平均年齢の状況
 （平成30年４月１日現在）

区　分
一般行政職

平均給料月額 平均年齢
飛島村 30２,５00円 3９.７歳

　　
▼一般行政職の級別職員数の状況（平成30年４月1日現在）

（税務・保育士・保健師・看護師・栄養士・歯科衛生士・技能労務職を除く職員数です。）
区　分 １級 ２級 3級 ４級 ５級 ６級 ７級 計

標準的な職務内容 主事 主事 主任 係長 課長補佐 課長・部長 部長
職員数 １４ １５ ７ ８ １２ １５ ２ ７3
構成比 １９.２% ２0.５% ９.６% １１.0% １６.４% ２0.５% ２.８% １00.0%

（注）　１．飛島村職員の給与に関する条例に基づく給料表の級区分による職員数です。
　　　２．標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

▼特別職の報酬等の状況（平成30年４月1日現在）
報酬等の月額 期末手当

村 　 　 長 ８４0，000円

  ６月期１．５７５月分
１２月期１．７２５月分

計3．30月分

副  村  長 ７0５，000円

教　育　長 ６５５，000円

議 　 長 3９５，000円

副　議　長 3１0，000円

議　　　員 ２９0，000円

▼職員の初任給の状況（平成30年４月１日現在）

区　　分
飛島村 国
初任給 初任給

一般行政職
大学卒 １８５,８00円 １７９,２00円
高校卒 １５１,５00円 １４７,１00円 

▼部門別職員数の状況（平成30年４月1日現在）
職　員　数 対前年

増減数平成２９年 平成30年

一般行政

議　　会 3 3 0
総　　務 ２3 ２４ １
税　　務 ７ ６ ▲ １
民　　生 ２８ ２８ 0
衛　　生 ８ ９ １
農林水産 3 3 0
商　　工 １ １ 0
土　　木 ９ ７ ▲ ２
小　　計 ８２ ８１ ▲ １

特別行政 教　　育 １５ １５ 0
小　　計 １５ １５ 0

公営企業等
下 水 道 ２ ２ 0
そ の 他 ４ ４ 0
小　　計 ６ ６ 0

合　　　　計 １03 １0２ ▲ １

特集 村職員の給与等を公表します
▼人件費の状況（普通会計決算）

区分 住民基本台帳人口
（年度末） 歳出額（Ａ） 実質収支 人件費（Ｂ） 人件費率

（Ｂ／Ａ）
（参考）平成30年度

の人件費率
平成

3１年度
令和２年3月3１日現在

４,８１９人 ５,3４５,９７８千円 3８４,４７２千円 ８２４,２0５千円 １５.４% １４.６%

（注）人件費には、特別職に支給される給料、報酬等を含みます。

▼職員給与費の状況（普通会計予算）

区分 職員数（Ａ）
給与費 １人当たり給与費

（Ｂ／Ａ）給料 職員手当 期末・勤勉手当 計（Ｂ）
令和
２年度 １03人 3６６,１９８千円 １0６,3２４千円 １５５,８3８千円 ６２８,3６0千円 ６,１0１千円

（注）職員手当には、退職手当を含みません。

▼職員の平均給料月額および平均年齢の状況
 （令和２年４月１日現在）

区　分
一般行政職

平均給料月額 平均年齢
飛島村 ２９７,１00円 3８.3歳

　　
▼一般行政職の級別職員数の状況（令和2年４月1日現在）

（税務・保育士・保健師・看護師・栄養士・歯科衛生士・技能労務職を除く職員数です。）
区　分 １級 ２級 3級 ４級 ５級 ６級 ７級

計
標準的な職務内容 主事 主事 主任 係長 課長補佐 課長 部長

職員数 １６ １８ ８ ４ １3 １５ ２ ７６
構成比 ２１.１% ２４.６% １0.５% ５.3% １７.１% １９.７% ５.５% １00.0%

（注）　１．飛島村職員の給与に関する条例に基づく給料表の級区分による職員数です。
　　　２．標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

▼特別職の報酬等の状況（令和2年４月1日現在）
報酬等の月額 期末手当

村 　 　 長 ８４0，000円

  ６月期１．７月分
１２月期１．７月分

計3．４月分

副  村  長 ７0５，000円

教　育　長 ６５５，000円

議 　 長 3９５，000円

副　議　長 3１0，000円

議　　　員 ２９0，000円

▼職員の初任給の状況（令和２年４月１日現在）

区　　分
飛島村 国
初任給 初任給

一般行政職
大学卒 １８８,７00円 １８２,２00円
高校卒 １５４,９00円 １５0,６00円 

▼部門別職員数の状況（各年４月1日現在）
職　員　数 対前年

増減数平成3１年 令和２年

一般行政

議　　会 3 3 0
総　　務 ２3 ２５ ２
税　　務 ６ ６ 0
民　　生 ２７ ２７ 0
衛　　生 ９ １0 １
農林水産 3 3 0
商　　工 １ １ 0
土　　木 ７ ７ 0
小　　計 ７９ ８２ 3

特別行政 教　　育 １５ １５ 0
小　　計 １５ １５ 0

公営企業等
下 水 道 ２ ２ 0
そ の 他 ４ ４ 0
小　　計 ６ ６ 0

合　　　　計 １00 １03 3
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▼職員手当の状況（平成30年４月１日現在）
区　　分 飛島村 国

期 末 手 当
勤 勉 手 当

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当
  ６月期 １．２２５月分 0．９0月分   ６月期 １．２２５月分 0．９0月分
１２月期 １．3７５月分 0．９0月分 １２月期 １．3７５月分 0．９0月分

計 ２．６0  月分 １．８  月分 計 ２．６0  月分 １．８  月分
職務上の段階、職務の級等による加算措置　有 職務上の段階、職務の級等による加算措置　有

退 職 手 当

自己都合 定年等 自己都合 定年等
勤続２0年 １９.６６９５0月分 ２４.５８６８７５月分 勤続２0年 １９.６６９５0月分 ２４.５８６８７５月分
勤続２５年 ２８.03９５  月分 33.２７0７５月分 勤続２５年 ２８.03９５  月分 33.２７0７５  月分
勤続3５年 3９.７５７５  月分 ４７.７0９    月分 勤続3５年 3９.７５７５  月分 ４７.７0９      月分

最高限度額 ４７.７0９    月分 ４７.７0９    月分 最高限度額 ４７.７0９    月分 ４７.７0９      月分
　その他の加算措置 　その他の加算措置
　　定年前早期退職特例措置　 　　定年前早期退職特例措置　

－
１年につき3％

（定年前１年以内
は２％）加算

－
１年につき3％

（定年前１年以内
は２％）加算

区　　分 内　　　　　　　　　　　容 国の制度との異同

地 域 手 当
支給率 ６％

異なる支給対象職員数 １0２人
国の制度（支給率）3％ ７級地

扶 養 手 当

配偶者 ６，５00円

同じ子 １0，000円
父母等 ６，５00円
特定期間加算（満１６歳の年度始めから満２２歳の年度末までの子） ５，000円

住 居 手 当 借家・借間の場合  （家賃１２,000円を超える場合に限る）
 家賃の額に応じて支給最高 最高２７，000円 同じ

通 勤 手 当
交通機関等利用者 
運賃に応じて支給 最高５５，000円
自動車等利用者   （片道２㎞未満の者は除く）
通勤距離に応じて支給 ２，000円～3１，６00円

同じ

管理職手当

部長相当職 ８８，５00円

異なる
次長相当職 ７２，７00円
課長相当職 ５９，５00円
主幹 ５５，５00円
所長・館長 ４６，300円

宿日直手当 勤務１回につき ４，２00円 同じ

▼職員研修の実施状況（平成29年度）
区　分 研修名 実施件数 人数

階層別研修

新 規 採 用

７ ２0
一 般 前 期
一 般 中 期
一 般 後 期
新 任 係 長 研 修 な ど

派遣研修
地 方 自 治 法

２１ 3９地 方 公 務 員 法
地 方 税 研 修 な ど

区　分 研修名 実施件数 人数

内部研修

働き方改革についての研修 ２ ６４
セ キ ュ リ テ ィ 研 修 ２ ８６
法 制 執 務 研 修 １ ２４
新 公 会 計 制 度 研 修 ２ 3９
人 事 評 価 研 修 ４ １0１
行 政 評 価 研 修 ２ ６0

▼職員手当の状況（令和２年４月１日現在）
区　　分 飛島村 国

期 末 手 当
勤 勉 手 当

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当
  ６月期 １．3月分 0．９５月分   ６月期 １．3月分 0．９５月分
１２月期 １．3月分 0．９５月分 １２月期 １．3月分 0．９５月分

計 ２．６月分 １．９  月分 計 ２．６月分 １．９  月分
職務上の段階、職務の級等による加算措置　有 職務上の段階、職務の級等による加算措置　有

退 職 手 当

自己都合 定年等 自己都合 定年等
勤続２0年 １９.６６９５月分 ２４.５８６８７５月分 勤続２0年 １９.６６９５月分 ２４.５８６８７５月分
勤続２５年 ２８.03９５月分 33.２７0７５  月分 勤続２５年 ２８.03９５月分 33.２７0７５  月分
勤続3５年 3９.７５７５月分 ４７.７0９      月分 勤続3５年 3９.７５７５月分 ４７.７0９      月分

最高限度額 ４７.７0９  月分 ４７.７0９      月分 最高限度額 ４７.７0９  月分 ４７.７0９      月分

定年前早期
退職特例措置 －

１年につき3％
（定年前１年以内

は２％）加算
定年前早期

退職特例措置 －
１年につき3％

（定年前１年以内
は２％）加算

区　　分 内　　　　　　　　　　　容 国の制度との異同

地 域 手 当 支給率 ６％ 異なる支給対象職員数 １03人

扶 養 手 当

配偶者 ６，５00円

同じ
子 １0，000円

父母等 ６，５00円
満１６歳の年度始めから

満２２歳の年度末までの子 ５，000円

住 居 手 当 借家・借間居住者 家賃１６,000円を超える
家賃の額に応じて最高２８,000円 同じ

通 勤 手 当
交通機関等利用者 運賃に応じて最高５５，000円

同じ自動車等利用者
（片道２㎞未満の者は除く）

通勤距離に応じて
月額２,000円～3１,６00円

管理職手当

部長相当職 ８８，５00円

異なる
次長相当職 ７２，７00円
課長相当職 ５９，５00円
主幹相当職 ５５，５00円
所長・館長 ４６，300円

宿日直手当 勤務１回につき ４，４00円 同じ

▼職員研修の実施状況（平成31年度）
区　分 研修名 実施件数 人数

階層別研修

新 規 採 用

６ １８
一 般 前 期
一 般 中 期
一 般 後 期
新 任 係 長 研 修 な ど

派遣研修
地 方 自 治 法

１８ 3１地 方 公 務 員 法
地 方 税 研 修 な ど

区　分 研修名 実施件数 人数

内部研修

セ キ ュ リ テ ィ 研 修 ２ ８１
法 制 執 務 研 修 １ １５
新 規 採 用 職 員 研 修 １ ５
女 性 活 躍 促 進 講 演 会 １ 33


